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経営環境の現状と課題



1
沖縄県内の企業は、近年物価の急激な高騰によって大き
な経済的負担を抱えています。特にエネルギーや原材料
の価格上昇は、製造業や飲食業など多くの産業に深刻な
影響を与えています。このような状況では、企業は従来
の経営戦略を見直し、新たなコスト削減方法や効率的な
業務運営を模索する必要があります。
沖縄県内の企業の多くは中小企業であり、資源や資本に
限りがあります。そのため、大手企業と比較して物価の
影響を受けやすく、価格競争力を維持することが非常に
難しい状況です。このような課題を乗り越えるために、
企業は新しいテクノロジーやイノベーションを活用して
経営効率を向上させる必要があります。

物価の急激な高騰 2
もう一つの深刻な課題は、人手不足とそれに伴う賃上げ
圧力です。観光業やサービス業が盛んな沖縄では、労働
力の確保が難しくなっており、その結果として賃金が上
昇しています。これは企業のコスト構造に直接的な影響
を与え、収益性を圧迫しています。
人手不足の問題は、特に地方の中小企業にとって深刻で
す。求人難の状況が続く中で、企業は従業員の処遇改善
や働きやすい環境の整備を進めなければならない一方で、
収益を確保するための新たな方法を見出す必要がありま
す。これは時に大きな負担を強いることになります。

人手不足と賃上げ圧力

経済的課題の影響
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持続可能な成長を実現するために、沖縄県内の企業
はこれまでの経営戦略を再検討する必要があります。
環境問題や社会的責任の重要性が増す中で、エコフ
レンドリーなビジネスモデルや地域社会との共存を
考えることが求められます。また、新たな価値を提
供するためのイノベーションや技術革新も不可欠で

す。
持続可能な成長を追求する上で、企業は長期的な視
点と地域社会との協力を重視する必要があります。
これには、地元の資源を活用した製品開発や、地域
のニーズに応じたサービス提供が含まれます。企業
が持続可能な成長を実現するためには、地元コミュ

ニティとの連携が欠かせません。

持続可能な成長の模索

価格競争力を維持するために、沖縄県内の企業は新
しい戦略を講じる必要があります。一例として、製
品やサービスの差別化を図ることで、価格以外の価
値を顧客に提供する方法があります。また、効率的
な業務運営とコスト削減の努力も重要です。

価格競争力を維持するためには、常に市場動向を把
握し、迅速かつ柔軟に対応することが求められます。
これは、企業が持続的に利益を上げるための基本的
な条件であり、効果的なマーケティングや営業戦略

の策定が重要です。

価格競争力の維持

新たな経営戦略の必要性
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IT化の重要性



デジタル技術の進化に伴い、さまざまなイノベイティブな商品やサービスが次々と登場しています。これらの技術革
新は、企業に多大な機会を提供し、新しいビジネスモデルの構築を可能にします。例えば、IoTデバイスやAI技術を
活用することで、効率的な運営や新しい価値提供が可能になります。
イノベイティブな商品は、消費者の生活を豊かにし、企業の競争力を高める要因となります。しかし、これらの技術
を適切に活用するためには、従業員のスキルアップや組織の改革が必要です。企業は、最新の技術トレンドを常に把
握し、適応するための柔軟性を持つことが重要です。

イノベイティブな商品の登場

デジタル技術は、流通の効率化にも大きく貢献しています。例えば、物流の最適化や、自動化された在庫管理システ
ムが導入されることで、商品の流通過程を大幅に効率化することができます。これにより、企業はコストを削減し、
顧客サービスを向上させることができます。
流通の効率化は、企業の全体的な生産性向上につながります。デジタル技術を活用することで、リアルタイムでの在
庫状況の把握や迅速な出荷が可能となり、顧客満足度の向上にも寄与します。これにより、企業は競争優位性を確保
し、持続可能な成長を実現することができます。

流通の効率化

デジタル技術の進化



デジタル化の波に対応するためには、企業
は新しいスキルを持った人材の確保が不可
欠です。ITスキルやデータ分析能力を持つ
人材は、デジタル化を推進する上で非常に
重要です。また、従業員全体のデジタルリ
テラシーを向上させるための教育や研修も

必要となります。
必要なスキルと人材を確保するためには、
従業員の継続的な教育とキャリア開発が重
要です。企業は、従業員が新しい技術や方
法論を学び続けるための支援を提供し、そ
のスキルを最大限に活かすための環境を整

える必要があります。

必要なスキルと人材

デジタル化を効果的に進めるためには、組
織体制の見直しも必要です。従来の縦割り
の組織構造では、デジタル化の柔軟性が損
なわれる可能性があります。クロスファン
クショナルなチームやプロジェクトベース
のアプローチを採用することで、より迅速
で効率的なデジタル化が可能となります。
組織体制の見直しは、企業全体のデジタル
化を促進するための重要なステップです。
これは、企業が市場の変化に迅速に対応し、
競争力を維持するための基本的な条件とな
ります。デジタル化を推進するためには、
変化を恐れず新しい方法を取り入れること
が重要です。

組織体制の見直し

デジタル化への対応
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DXの定義と重要性



デジタル化との違い

DX（デジタルトランスフォーメーション）は、単なるデジタル化と
は異なります。デジタル化は業務の一部をデジタルツールで代替する
ことを意味しますが、DXは企業のビジネスモデルや組織全体を根本
的に変革することを目的としています。これにより、企業の競争力を
大幅に向上させることができます。
デジタル化とDXの違いを理解することは、企業が今後の戦略を決定
する上で非常に重要です。デジタル化は短期的な効率改善を目的とし
ていますが、DXは長期的な成長と進化を目指しています。企業は、
この違いを認識し、適切なアプローチを採用することが求められます。

ビジネスモデルの変革
DXは、既存のビジネスモデルを根本から見直し、新しい価値を創造することを目指します。これは、デ
ジタル技術を活用して新たな収益源を確保し、顧客のニーズに迅速に対応するための戦略です。例えば、
サブスクリプションモデルやプラットフォームビジネスの導入などが考えられます。
ビジネスモデルの変革は、企業文化や組織内のプロセスにも影響を与えます。これにより、企業全体が
DXの恩恵を享受できるようになります。新しいビジネスモデルを成功させるためには、既存の枠組みに

とらわれず、柔軟な思考と発想力が求められます。

DXとは



DXの一環として、新たな顧客価値を創造することが求められます。これ
は、顧客のニーズや期待を超える製品やサービスを提供することで、顧客
の満足度を高めることを目指します。データ分析やAI技術を活用するこ
とで、顧客の行動や嗜好を理解し、パーソナライズされた体験を提供する
ことが可能となります。
新たな顧客価値の創造には、企業全体の協力が不可欠です。マーケティン
グ部門、開発部門、営業部門が連携し、顧客の声を反映した製品やサービ
スを提供することが重要です。これにより、企業は顧客との信頼関係を築
き、長期的な顧客ロイヤルティを確保することができます。

新たな顧客価値の創造

DXを推進することで、企業は収益力を強化することが可能となります。
デジタル技術を活用することで、業務の効率化や新たなビジネスチャンス
の発見が可能となり、収益性の向上が期待できます。例えば、デジタルマ
ーケティングやデータドリブンな意思決定を行うことで、効果的な市場戦
略を展開することができます。
収益力の強化には、デジタル技術の導入だけでなく、組織全体の意識改革
も必要です。従業員一人ひとりがDXの意義を理解し、自分の業務にどの
ように活用できるかを考えることが重要です。これにより、企業全体が
DXの恩恵を最大限に享受できるようになります。

収益力の強化

DXの実現に向けて
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ITコーディネータ沖縄の支援



戦略的な取り組みの重要性

ITコーディネータ沖縄では、企業がDXの取り組みを効果的に進めるための戦略策定を支
援しています。単なるデジタルツールの導入にとどまらず、企業のビジネスモデルや組織
全体の変革を目指したDX計画書の策定が重要です。これにより、企業は持続可能な成長
を実現するための明確な方針を持つことができます。
戦略的な取り組みを行うためには、具体的な目標設定と実行計画が必要です。ITコーディ
ネータ沖縄の専門家は、企業の現状分析を行い、最適なDX戦略を提案します。これによ
り、企業は効果的なDXの推進が可能となり、競争力を高めることができます。

企業の強みを活かす戦略作り

ITコーディネータ沖縄は、企業の強みを最大限に活用した戦略作りを支援しています。企
業ごとに異なる強みを正確に把握し、それをDXの取り組みに反映させることが重要です。
例えば、独自の技術やブランド力を活かした新しいビジネスモデルの構築などが考えられ
ます。
企業の強みを活かすためには、内部資源の活用だけでなく、外部との連携も重要です。IT
コーディネータ沖縄は、県内外のネットワークを活用し、企業のDX推進を全面的にサポ
ートします。これにより、企業はより広範なリソースを活用して、持続的な成長を実現す
ることができます。

DX計画書策定支援



DX認定制度の概要

経済産業省が推進するDX認定制度は、企業がデジタルによ
るビジネス変革の準備が整っていることを国が認定する制度
です。この認定を受けることで、企業は自社の取り組みをア
ピールすることができ、信用力を向上させることが可能です。
また、公的な支援措置を活用することで、DX推進に必要な

リソースを確保しやすくなります。
DX認定制度の概要を理解し、適切な申請を行うことが重要
です。ITコーディネータ沖縄は、企業が認定を受けるための
具体的な手続きを詳細にサポートし、スムーズな申請ができ
るように支援します。これにより、企業はDX推進に必要な
資金やリソースを効果的に活用することができます。

認定を受けるメリット

DX認定を受けることで、企業は多くのメリットを享受する
ことができます。第一に、認定を受けることで企業の信頼性
が向上し、取引先や顧客からの信頼を得ることができます。
これは、企業のブランド価値を高める重要な要素です。第二
に、公的な支援措置を活用することで、DX推進に必要な資

金や技術支援を受けることが可能となります。
認定を受けることのもう一つのメリットは、企業内部の意識
向上です。認定を受けるプロセスを通じて、企業全体がDX
の重要性を再認識し、積極的に取り組む姿勢が醸成されます。
これにより、DXの推進がより効果的に行われ、企業全体の

競争力が向上します。

DX認定申請支援



05
コラムと参考資料



デジタイズとデジタライズの違い

デジタル化のプロセスは多段階にわたります。
デジタイズ（Digitize）は、アナログ情報を
デジタル形式に変換することを意味します。
一方で、デジタライズ（Digitalize）は、デ
ジタル技術を活用してプロセスや業務を改善
することを指します。これらの違いを理解す
ることで、企業は適切なデジタル戦略を策定

することができます。
デジタイズは、紙の書類をスキャンしてデジ
タルデータに変換するなど、基本的なデジタ
ル化のステップです。対して、デジタライズ
はデジタルツールやシステムを活用して業務
全体を効率化することを目的としています。
企業はこれらのプロセスを段階的に進めるこ
とで、DXの効果を最大限に引き出すことが

できます。

デジタルトランスフォーメーショ
ンの具体例

デジタルトランスフォーメーション（DX）の
具体例を理解することは、企業が自社のDX戦
略を策定する際に非常に有益です。例えば、
小売業では、オンラインストアの導入や顧客
データを活用したパーソナライズドマーケテ

ィングなどがあります。

デジタルトランスフォーメーションの理解促進
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